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建築基準法の一部を改正する法律等の施行について（技術的助言） 

 

 建築基準法の一部を改正する法律（平成 30 年法律第 67 号。以下「改正法」という。）、建

築基準法の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等に関する政令（令和元年政令

第 30 号）並びに建築基準法の一部を改正する法律等の施行に伴う国土交通省関係省令の整

備等に関する省令（令和元年国土交通省令第 15 号）の施行については、「建築基準法の一部

を改正する法律等の施行について（技術的助言）」（令和元年６月 24 日付け国住指第 653 号、

国住街第 40 号）により、国土交通省住宅局長から各都道府県知事あて通知されたところで

ある。 

今回施行される改正法等による改正後の建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号。以下「法」

という。）、建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号。以下「令」という。）、建築基準法

施行規則（昭和 25 年建設省令第 40 号。以下「規則」という。）、建築基準法に基づく指定建

築基準適合判定資格者検定機関等に関する省令（平成 11 年建設省令第 13 号）及び関連する

告示の運用に係る細目について、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第 1項

の規定に基づく技術的助言として、下記のとおり通知するので、その運用に遺憾なきようお

願いする。 

 貴職におかれては、貴管内特定行政庁及び貴都道府県知事指定の指定確認検査機関に対し

ても、この旨周知方お願いする。 

なお、国土交通大臣指定又は地方整備局長指定の指定確認検査機関に対しても、この旨周

知していることを申し添える。 

 

記 



 

及び助言をすることができることとした。 

なお、「既存不適格建築物に係る指導・助言・勧告・是正命令制度に関するガイドライ

ン」を別紙５のとおり策定したので、既存不適格建築物に対する法第９条の４及び第 10 条

各項の運用に当たっては、本ガイドラインも参考とされたい。 

 

第９ 確認申請等の電子化の促進 

 

１ 委任状の写しの提出について（規則第１条の３、第２条の２、第３条、第４条及び第４ 

条の８関係） 

改正前の規則第１条の３、第２条の２、第３条、第４条及び第４条の８においては、代

理者によって建築確認、構造計算適合性判定、中間検査、完了検査の申請を行う場合、確

認申請書等と併せて委任状の正本を建築主事に提出する必要があり、このため、紙媒体に

より作成された当該委任状の提出をオンラインで行う場合は、その正本性を保証するため

に押印に代わり建築主の電子署名が必要となっていた。 

一方、近年、行政手続のオンライン化のニーズが高まっているところ、電子署名の取得

が有料であり、かつ手間がかかる等の理由から、電子署名の取得が確認申請等のオンライ

ン化の障壁の一つとなっており、特に委任状については、委任元である建築主の電子署名

取得の困難さが原因となり電子的な提出が進んでいないことから、これを解消する必要が

あった。 

このため、今般の改正により、代理者によって建築確認（計画変更を含む。）、構造計算

適合性判定、中間検査、完了検査の申請を行う場合に提出する委任状について、正本に加

えてその写しの提出を認め、押印に代わる建築主の電子署名を不要とした。 

 

２ 建築工事届において建築主の押印を不要とすることについて（規則別記第 40 号様式 

関係） 

法第 15 条の規定により、都道府県知事は建築統計を作成し、国土交通大臣に送付しな

ければならないこととされており、統計の基礎となる建築物の建築等について把握するた

め、同条第１項の規定により、建築主は、建築物を建築等しようとするときはその旨を都

道府県知事に届け出なければならないこととされている。当該届出に使用する建築工事届

の様式においては、改正前の規則別記第 40 号様式により、建築主による押印が求められ

ており、オンラインにより届出を行う場合には押印の代わりに電子署名が必要となってい

た。 

一方、押印主体である建築主の電子署名取得の困難さが原因となり電子的な提出が進ん

でいないことから、これを解消する必要があった。また、建築工事届は、統計作成のため

に建築主に提出を求めているものであり、押印による本人確認を行う必要性が乏しく、建

築主の押印を不要としても実態上影響がないものである。 

このため、今般の改正により、建築工事届において、建築主による押印を求めないこと

とした。 
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